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はじめに 

 

 

我が国製造業を取り巻く事業環境においては、度重なる自然災害や、新型コ

ロナウイルス感染症の世界的な感染拡大など、これまで以上にサプライチェーン

のリスクとなる「不確実性」は高まっている。加えて、世界各国でカーボンニュー

トラルや、デジタルトランスフォーメーション（DX）の実現に向けた取組が急速に

進展している。こうした「製造業のニューノーマル」ともいえる時代においては、

｢レジリエンス｣、｢グリーン｣、｢デジタル｣の３つの観点が、我が国製造事業者が

今後の生き残りを懸けて経営戦略を構築し、実施していく上で重要となっている。 

 

このような状況を踏まえ、本調査では、まず、ものづくり産業を取り巻く国内外

の環境について整理した上で、我が国ものづくり産業が直面する様々な課題に

ついての分析を行った。とりわけ、前年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大が製造業の生産調達にどのような影響を与えたかについて実態を

把握するとともに、レジリエンス強化に必要とされるデジタル化への対応状況に

ついても引き続き調査分析を行った。加えて、設備投資や IT 投資、研究開発投

資が我が国ものづくり産業の競争力にどのような影響を及ぼしているかについ

ても分析を行い、不確実性が高まる中で、高い競争力を再構築するための対応

の方向性について、実態把握や事例考察を含む幅広い観点から考察を行った。 

 

これらの調査結果を、今後の政策立案の参考資料として、また、202２年版も

のづくり白書作成のための基礎資料としてとりまとめた。 
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第１章 ものづくりをとりまく潮流と課題 

 

1 DX の進展～ハードウエア信仰・暗黙知礼賛からの脱却 

ものづくり基盤技術振興基本法は、1997 年のアジア経済危機からようやく立ち直

った後の 1999 年に制定されている。90 年代に入り日本の製造業のアジア進出が加

速し、国内における基盤技術の衰退が危惧されたことにより、当時の小渕内閣がもの

づくり白書の制定を打ち上げた。 

基盤技術の重要性は「雁行型産業発展」で注目を集めた関満博氏が提示した「技

術集積の三角モデル」を用いて語られることが多い。日本の製造業は繊維→鉄鋼→

造船→家電→自動車→半導体と次々とリーディング産業をシフトさせていったが、すべ

てのリーディング産業を支えているのは基盤技術であり、基盤技術の集積があるからこ

そ新しい産業を生み出せるという考え方であり、関氏は創造的なモノづくりを実現する

ための技術の最小限の組み合わせを「マニュファクチャリング・ミニマム」と表現した。 

基盤技術こそものづくり競争力の源泉という考え方は、長らく日本のものづくり産業

の振興において揺るぎない信念であったが、これが日本の製造業のハードウエア信仰、

アナログ技術重視につながり、ソフトウエアや IT を軽視する要因となり、今日のデジタ

ル化の遅れにつながったことは否めない。 

日本にも 1990 年にはインクスという金型業界の革命児と言われた斬新なベンチャ

ー企業が誕生している（2009 年民事再生法適用）。同社は IT を活用した試作開発

により製品開発期間を 10 分の１へと劇的に短縮し、1998 年にはオペラシティに本社

を移転し、オペラシティの高層ビルで設計したデータに基づき大田区の工場で試作品

が生産されるという、これまでの製造業の既成概念を打ち破る革新的な生産システム

を構築したが、金型工業会をはじめとする匠の技を重視する産業界からは冷ややかに

扱われた。 

経済産業省は情報技術と製造技術の融合が必要と考え、デジタルマイスタープロジ

ェクトを推進したが、暗黙知の形式知化による技術流出につながるといった産業界の

批判もあり、着眼点は斬新であったにもかかわらず、産業競争力に結び付けることが

できなかった。 

過去の足跡を振り返って言えることは、日本は決して「遅れている国」「創造性に欠

ける国」ではないということである。インクスは世界に先駆けてインダストリー4.0 に挑

戦した野心的な企業であった。2006 年には長野県茅野市に高速金型センター第３工

場を開設した。延べ床面積 8500 平方メートルの生産ラインにロボット 6 台、切削加工

機 14 台、ワイヤ加工機 4 台が 24 時間稼働し、東京の本社から 3 次元 CAD でデザ

インした設計データが送信され、工作機械が金属塊を削っていく。生産性を極限まで
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高めた無人工場で「零（ゼロ）工場」と名付けられた。この無謀な投資が影響し、

2009 年に経営破綻したものの、今日、デジタルファクトリーの最前線で活躍している

経営者や技術者はインクス出身者が多く、デジタル人材を輩出した企業としても知られ

ている。 

日本はすり合わせが得意で暗黙知によるノウハウの蓄積があり、デジタルとの相性

が良くないとの指摘がなされる。しかし、著名な経営学者である野中郁次郎氏が提唱

した SECI モデルでは、新たな知識を生み出すには、暗黙知を形式知化して洗い出し、

洗い出された形式知を連結させなければ新たな知識を創造することはできないと指摘

しており、これはナレッジマネジメントの手法として、国内外で広く支持されている。つま

り、暗黙知のままでは新たな知識が創造できないことは従来より指摘されており、日本

は暗黙知を礼賛するあまり、インクスのような企業を否定し、形式知化を怠ってきたとい

えるのではないか。それが今日のデジタルの敗因にもつながっている可能性もある。 
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2 DX か価値創出の源泉 

 

今日、新たな知を創造するには、形式知化にとどまらず、デジタル化が必要不可欠と

なっている。今日新たな価値を生み出すのはサイバー空間であり、サイバー空間へ情

報をもっていくにはデジタル化が必須となる。暗黙知やすり合わせとの相性を持ち出す

のではなく、DX 経営が組織文化の改革であると唱えるのも、従来の固定的な考え方

や常識から見直す必要があるからといえる。 

図表 1 サイバー空間上での価値創出サイクル 

 

（出所）一般財団法人企業活力研究所「IoT がもたらす我が国製造業の変容と今後の対応に関する調査研究
報告書」平成 28 年 3 月 

 

従来より、日本企業の収益性が低いとの指摘がなされているが、デジタライゼーショ

ンの進展により、その格差が明確になりつつある。よく引き合いに出されるのは日米の

IT 投資、DX 推進に対する意識格差である。日本企業は業務効率化や働き方改革に

向けた IT 予算に対して、米国企業は顧客や市場の分析に向けた IT 予算を組んでい

る。また、日本企業の DX の目的は業務オペレーションの改善や変革が最も重視されて

いるのに対し、米国企業は新規事業や新製品・サービスの開発、顧客エンゲージメント

の改善や変革などに目を向けている。 

生産性向上はむろん重要であるがコストはゼロにはならない。一方、顧客に対する

付加価値は無限に高めることができる。価値創出に目が向かないのは、デジタルとの

相性の悪さではなく、前述したようにサイバー空間において価値を生み出すためのデ

ジタル化という認識が日本の経営者に希薄なのではないか。 
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図表 2 DXを推進する目的 

 

（出所）一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA)「日米企業の DX に関する調査結果」（2021 年 JEITA 
/ IDC Japan 調査） 

 

 

図表 3 IT予算が増える理由 

 

 

 

（出所）一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA)「日米企業の DX に関する調査結果」（2021 年 JEITA 
/ IDC Japan 調査） 
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3 日本企業の収益性にかかる課題 

 

IoT/AI の導入は日本国内ではモノづくり視点で進められていることが多く、この場

合、まず、工場のスマート化から着手することになる。工場がスマート化されると、次にサ

プライヤーやグローバル販売の最適化を図り、さらにバリューチェーンの再構築をおこ

ない、その結果として、新サービス・製品を生み出すことが出来るようになると構想され

ている。従って、ビジネスとして利益が出るまでの道のりが長く、最初のステップである

スマート化に対して投資が進みにくいことになる。 

一方、IT 系の企業や欧米企業は目標とする新サービス・製品があって、それに必要

なバリューチェーンを考案し、それに適したサプライヤーやスマート工場に発注をかける。

コトづくり視点でスマート化の整備が要求されるため、ビジネス（収益）と直結しており、

かつ、仕事が欲しいサプライヤーサイドは素早く対応するためスピード感もある。 

 

図表 4  国内と海外でのモノづくりのアプローチの違い 

 

 

（出所）一般財団法人企業活力研究所「新時代のものづくりにおける人間と AI の協働のあり方に関する調

査報告書」平成 31 年 3 月 
    三菱電機株式会社 FA システム事業本部 産業メカトロニクス事業部 技師長 安井講師資料（当

時の肩書） 

 

知財・標準化戦略の捉え方にも課題がある。ＩｏＴ、ＢＤ、ＡＩ等時代が深化する中、も

のづくり分野においては、技術ノウハウ等を含めたデータ利活用の契約・知財戦略の

重要性が増しており、今後はデータ利活用のための契約の在り方、知財戦略のマネジ

メント等に焦点を当てる必要があると指摘されている。 
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東京大学未来ビジョン研究センターの客員研究員、二又俊文氏は、IoT により繋が

ることで、知財・標準化戦略も、モノ単体で考える時代から、新たに誕生するサービスの

世界まで踏み込んだものにならざるをえないと指摘している。つまり、「繋がらない」こと

を前提とした知財・標準化戦略は、「繋がる」ことを前提とした知財・標準化戦略への

大転換が迫られている。 

二又氏は、IoT 時代の知財・標準化戦略を考える上で、IBM と日立製作所の動きを

フォローしている。日立製作所の売上高のすでに４割はサービス部門で占められており、

日立は従来のようなプロダクト事業を支える知財戦略から、IoT で繋がる新たな顧客

との「協創戦略」としての知財の役割を明確化したと評価している。競争相手との対立

構造ばかりではなく、事業の成長のツールとして知財を新たなパートナーづくりに活用

する「外を向く知財戦略」が IoT 時代には必要だとしている。 

また、標準化戦略についても、従来のように製品に密接にリンクした標準化活動では

IoT 時代に十分対応できなくなりつつあり、これからは社会課題対応、複合システム

（トータル性能や認証）、サービス標準などの上位レイヤーを向く「上を向く標準化活動」

が必要だとしている。 

このように「つながる上での標準化戦略」が極めて重要になってきており、サイバー

空間における知識連結の規模・質を高めていく必要がある。また、「上を向く知財」とし

て指摘されているように、ゲームチェンジを引き起こすルール形成はより上流で行われ

る傾向に拍車がかかっており、「いかに儲けるか」を考える上ではより大きなビジネスフ

レームでバリューチェーンを捉え、構築していく必要がある。 

製造業のニューノーマルの時代において重視されている「レジリエンス」「グリーン」

「デジタル」に主眼を置きつつ、これらニューノーマルへの対応が「課題」ではなく、「成

長やイノベーション」へのトリガーとなるような道筋を見出す必要がある。特に、GAFA

のようなデジタル・プラットフォーマーを持たない欧州は、グリーン政策をテコに挽回を

図り、欧州主導の産業ルールへと着々と布石を打ちつつある。 

日本の製造業はグローバルでのサプライチェーンの影響を色濃く受ける。サプライチ

ェーンの強靭化はレジリエンス強化の一環として捉えられがちであるが、サプライチェ

ーンにはレジリエンスのみならず、デジタル、グリーンなど、ほぼすべての要素が関係し

ている。特に、CPS（サイバーフィジカルシステム）の時代にはサイバー空間上でのモデ

ルベースでの受発注が行われるようになり、デジタルへの対応が未着手ではサプライ

チェーンからはじかれてしまう恐れがある。また、サプライチェーン全体でのカーボンニ

ュートラルへの対応要請も強まっており、サプライチェーンの一翼を担うプレイヤーとし

てはカーボンニュートラルや SDGs への対応が必要不可欠となってくる。 
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図表 5  「レジリエンス」「グリーン」「デジタル」をサプライチェーンの強靭化に生かす 
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4 カーボンニュートラルに向けた各国の動向 

 

日本政府もカーボンニュートラルを経済成長へと結びつけるためのグリーン成長戦

略を策定し、2050 年に向けて成長が期待される 14 の重点分野を選定した。また、政

策を総動員して、予算、税制、規制改革・標準化などにおいて企業の挑戦を後押しする

としている。 

今年度の調査では、どういった企業がどのような重点分野に関心を持っているか、そ

こへ軸足を移すには何が課題と捉えているかという点を捕捉し、今後の政策支援につ

なげていきたいと考えている。たとえば「①洋上風力産業」は国内にサプライチェーン

が構築できておらず、地方自治体も「風力事業は地元に資金が落ちない」との不満が

ある。また、「⑦船舶産業」は自動車以上に重層なサプライチェーンを擁しているが、古

い慣習が色濃く残り、取引構造が硬直的で、デジタル化への取組も遅れている。中国

や韓国に押された造船業界としては、水素やアンモニアといった新燃料船を新たなビ

ジネスチャンスにできるはずであるが、現在の高コスト体質を引きずったままでは生き

残りは難しいと言わざるをえない。 

図表 6 グリーン成長戦略 

 

（出所）2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 
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カーボンニュートラルへの対応に向け、金融が果たす役割が高まっている。すでに国

内外のメガバンクや機関投資家は、資金の供給先や投資先の選別を強化しており、石

炭火力案件からは資金が引き上げられる一方、グリーン投資には資金が集まりやすい

状況になっている。スタートアップを支援する大手 VC も、カーボンニュートラルへの対

応に合致した案件のみへ投資先を絞り込むといった動きも出てきている。なお、上場企

業には気候変動に関する積極的な情報開示が要請されるようになっており、自らの事

業活動のみならず、サプライチェーン全体でカーボンニュートラルにどのように取り組ん

でいるかを定量的なエビデンスをもって情報開示できる能力が求められている。このよ

うに、今後、カーボンフットプリントの算出なども含めてカーボンニュートラルへ対応する

にはデジタル経営への体質転換が必須となる。 

図表 7 気候変動への積極的な対応を通じて環境と成長の好循環を実現 

 

（出所）資源エネルギー庁ウェブサイト 

  



 

16 
 

5 ニューノーマルの時代の社会実装 

 

日本の製造業の多くはコア技術となる部素材に競争力の源泉を持つが、部素材→

最終製品→社会実装まで時間を要し、収益に結びつくまで時間がかかるが、インテル

は知財戦略、国際分業、オープン標準化戦略等を駆使し、MPU という基幹モジュール

を急速に市場に浸透させることに成功させた稀なケースといえる。しかしながら、世界

的な半導体メーカーでありながら、データセンター事業の減収などが響き、圧倒的な勢

いを誇っていたインテルも利益率が大幅に低下するなど業績が低迷している。 

インテルと対照的な米国企業がアップルである。インテルは部素材から社会実装を

牛耳る戦略をとっているが、アップルは当初から社会実装のところを集中的に攻めてお

り、彼らが新たな市場を創造するたびに、その魅力的な市場の恩恵に預かろうと、セット

メーカー（OEM）や部素材メーカーが殺到し、結果的にすそ野の広い産業集積が形成

される。 

ボッシュは世界最大の自動車部品メーカーであるが、自動車の電動化システムをカ

バーするフルラインサプライヤーとして培ってきた技術・ノウハウを生かし、早くから内燃

エンジン搭載車の終焉も見据え、e-モビリティ社会の実現に向けて経営の舵をとって

いる。e-モビリティ社会において必要とされるコンポーネントはもちろんのこと、製品シス

テム、インフラ、サービス、さらには自然エネルギーの生成・活用に至るまで、Made in 

Bosch のフル装備を目指す。データ獲得競争で GAFA が優位に立つとみられている

が、ボッシュは部素材、最終製品・システム、社会実装のどこでもバリューを獲得できる、

最強のビジネスモデルを構築している。 

総括すると、日本企業はコア技術の研究開発に端を発して、製品・システム化で実

用化を図り、社会実装化を図る段階でようやくビジネスモデルの構想に入る傾向にあ

り、この発想では全体最適で顧客向けのサービス・サプライチェーンを構築し、そこで付

加価値を上げることが難しい。一方、海外企業はまずはどこで付加価値をとるかという

ビジネスモデルを設計し、社会実装から必要な技術課題を導く。国際標準やルールメイ

キングもビジネスモデルとセットで検討していく必要性が高まっている。 

 

 

















 

24 
 

以上より、日本、米国、EU の製造業を比較すると、営業利益率は地域よりも業種によるばら

つきが認められるが、研究開発費、有形固定資産、無形固定資産に関しては地域ごとに一定

の特徴が認められる。あくまでも 2020 年度という限定された年度での比較になるが、日本に

関しては、他の地域と比べて有形固定資産額が高く、研究開発費と無形固定資産額が低い傾

向が見受けられる。特に米国に関しては無形固定資産額が他の地域と比べて高い傾向があり、

EU は有形固定資産額が他の地域と比べて低い傾向が認められた。 
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2 我が国製造業の特徴 

 

① 貿易構造 

近年の日本の貿易は輸入超過で推移している。日本の強みと言われる機械・精密機器産業

は輸出超過で推移しているが、情報通信・エレクトロニクス系、医薬品、石油・石炭・天然ガスと

いった鉱物性燃料などは輸入超過で推移している。特に情報通信・エレクトロニクス系、医薬

品は輸入超過の傾向に拍車がかかっており、国際分業を図りつつも、コロナ禍のような不確実

性の高い不測の事態にどう対処すべきかが課題といえる。 

図表 29 日本の貿易構造の推移 

 
（出所）財務省貿易統計 

図表 30 主要品目にみる貿易構造の変化 

 
（出所）財務省貿易統計 
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（図表 30 つづき） 

 

 

（出所）財務省貿易統計 

 

 

② 設備投資の動向 

設備投資と収益性（売上高営業利益率など）には明確な相関は認められないが、コロナ禍

の影響で設備投資、利益率ともに急減したが、その後は回復基調にある。なお、利益率は直近

まで増加基調にあるが、設備投資は直近の 2021 年 4～6 月期に再び急減している。 

１年前の 2020 年 4～6 月期の設備投資の急減はコロナ禍による需要の急速な後退（市場

の冷え込み）、直近はコロナ禍によるサプライチェーン寸断や資源高などが影響していると推

察される。 

製造業の規模別に設備投資額の推移をみると、規模の違いにかかわらず、コロナ禍前の水

準から大きく落ち込んだ後、回復基調にあったが、直近 2021 年 4～6 月期には再び大きく減

少に転じている。 

ソフトウエア投資額の推移も、ほぼ設備投資全体の動向と同じ動きをしているが、ソフトウエ

ア投資は企業規模格差が極めて大きく、中堅・中小企業の IT 装備が危急の課題といえる。 
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図表 31 設備投資の推移（収益性との関連から） 

 
（出所）法人企業統計 

図表 32 規模別にみた設備投資の推移 

 
（出所）法人企業統計 

図表 33 規模別にみたソフトウエア投資額の推移 

 
（出所）法人企業統計 
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③ 研究開発の動向 

総売上高に対する社内実施の研究開発費の割合は医薬品と機械系製造業で高く、１企業

当たりでみると輸送用機械器具製造業が極めて高くなっている。 

研究者一人当たりの社内使用研究費は医薬品製造業が最も高くなっている。 

 

図表 34 業種別にみた社内実施の研究開発費 

 
（出所）総務省「科学技術研究調査報告」2020 年調査結果 

 

図表 35 研究者一人あたりの社内実施の研究開発費 

 

（出所）総務省「科学技術研究調査報告」2020 年調査結果 
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海外から受け取る技術輸出の対価は自動車産業において圧倒的に多く、かつ９割以上が親

子間での授受となっている。グローバル展開が進み、海外子会社からのロイヤルティが中心に

なっていると考えられる。金額は大きくないが、情報通信機械器具製造業は親子間での受取比

率が小さく、他社からロイヤリティを得ていることがわかる。 

2019 年度に実施された研究開発プロジェクトの主たる目的では、「既存の製品・サービス

の機能や性能の向上」と「顧客ニーズへの対応」が重視されており、国内・国外の「新市場の

開拓」を目的とする割合は極めて低い。 

 

図表 36 産業別技術輸出対価受取額 

 

（出所）総務省「科学技術研究調査報告」2020 年調査結果 

 

図表 37 研究開発プロジェクトの主たる目的 

 

（出所）NISTEP「令和２年度民間企業の研究開発に関する調査報告」 
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業種別に短・中・長期の研究開発費の割合をみると、６～７割を短期的（１～３年未満）な研

究開発費に振り向けている業種が多い中、医薬品製造業は短期的（１～３年未満）が 4 割強

にとどまり、中期的（３～５年未満）と長期的（５年以上）が６割弱と、中長期の研究開発のスタ

ンスが明確になっている。 

 

図表 38 業種別にみた短・中・長期の研究開発費 

 
（出所）NISTEP「令和２年度民間企業の研究開発に関する調査報告」 
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民間企業の研究開発の性格や目的別の内訳をみると、どの業種においても「既存事業向け

の研究開発費」が 70%前後を占めており、新規事業向けの研究開発費は製造業平均で 2

割強にとどまっている。 

新規事業に研究開発費を投じている割合が高いのは電子部品・デバイス・電子回路製造業

（36.7％）、非鉄金属製造業（32.6％）など。反対に自動車産業は 14.2％と新規事業への

研究開発投資が極めて少ない。 

図表 39 業種別にみた研究開発の性格・目的 

 
（出所）NISTEP「令和２年度民間企業の研究開発に関する調査報告」 
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④ 製造業を支える人材 

生産工程従事者が占める割合は年々低下する一方で、2010 年には専門的・技術的職業

従事者の割合が生産工程従事者の割合を上回り、直近の 2020 年の調査ではさらに両者の

差が拡大していると推察される。とはいえ、我が国の情報処理技術者が専門的・技術的職業

従事者に占める割合は約１割に過ぎず、デジタルを支援する専門人材が十分とはいえない状

況にある。 

 

図表 40 専門的・技術的職業従事者が増加し、生産工程従事者を上回る 

 

（資料）国勢調査より作成 

図表 41 情報処理技術者の推移 

 

（資料）国勢調査 ※2010 年、2015 年は情報処理技術者の区分が変更 
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地域ごとの特徴をみると、愛知、神奈川、静岡、大阪は我が国の製造業の中核地域となって

いるが、愛知と静岡が依然として生産工程従事者の割合が圧倒的に高いのに対し、製造品出

荷額では愛知県に次ぐ第２位の神奈川は専門的・技術的従事者の割合が圧倒的に高く、デジ

タル化を進めやすい土壌にあるといえる。 

 
図表 42 国内の主たる製造拠点の人材構成の推移 

 

（資料）国勢調査  
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第３章 アンケート調査結果 

 

前述したような我が国のものづくりを取り巻く潮流と課題についての実態把握を行い、今後

の政策を検討するための基礎的な情報収集を目的として、製造業を対象とするアンケート調査

を実施した。 

 

1 アンケート調査設計 

 

 実施時期 

202１年 12 月 

 

 発送対象 

大手データベース会社のデータを用いて、従業員 100 人超の製造業は全て対象とし、従

業員 100 人以下の企業は機械系製造業を中心に抽出し、全 25,000 社を対象に実施

した。 

 

 実施方法 

郵送書留法 

 

 回収率 

有効回収率 1２.2％ （有効票 ３,０３８件）  

 

 主な調査内容（アンケート調査票は巻末参照） 

 事業概要、業況見通し 

 設備投資（IT 投資含む）、研究開発の動向 

 グローバル展開の動向 

 サプライチェーン強靭化、カーボンニュートラル、SDGｓへの対応 

 資金調達及び雇用動向 

 データの利活用への取り組み 
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2 アンケート回答企業のプロフィール 

 

①主要業種 

回答企業の主要業種についてみると、「金属製品」の割合が最も高く 23.2%となってい

る。次いで、「輸送用機械器具（11.6%）」、「電気機械器具（9.6%）」となっている。この３

業種で約４割を占めている。1 

図表43 主要業種（SA） 

 

②主要業種（集約） 

業種をある程度のカテゴリーに区分してみると「金属製品（23.2%）」の割合が最も高く、

次いで「一般機械（14.2%）」「電気機械（14.2%）」となっている。 

図表44 主要業種【集約】（SA） 

  

 
1 各設問のアンケート集計は無回答を除く有効回答で実施している。以降もすべて同様。 

No. カテゴリー名 n %
1 食料品 100 3.5
2 飲料･たばこ･飼料 8 0.3
3 繊維工業 37 1.3
4 木材･木製品 13 0.5
5 家具･装備品 10 0.3
6 ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙･紙加工品 23 0.8
7 印刷･同関連業 44 1.5
8 化学工業 116 4.0
9 石油製品･石炭製品 3 0.1

10 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 237 8.3
11 ｺﾞﾑ製品 21 0.7
12 なめし革･同製品･毛皮 1 0.0
13 窯業･土石製品 30 1.0
14 鉄鋼業 88 3.1
15 非鉄金属 91 3.2
16 金属製品 666 23.2
17 はん用機械器具 102 3.6
18 生産用機械器具 219 7.6
19 業務用機械器具 86 3.0
20 電子部品･ﾃﾞﾊﾞｲｽ･電子回路 116 4.0
21 電気機械器具 274 9.6
22 情報通信機械器具 18 0.6
23 輸送用機械器具 334 11.6
24 その他 230 8.0

無回答 171
全体 2,867 100.0
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従業員規模別にみると、輸送用機械は従業員 1,000 人超に占める割合が他業種に比

べて高く、他方で従業員 100 人以下では一般機械の占める割合が高くなっている。 

 

図表45 従業員規模別に見た主要業種（SA） 

 

 

③国内従業員数 

回答企業の国内従業員数についてみると、「21～50 人」の割合が最も高く 33.6%とな

っている。次いで、「51～100 人（29.4%）」、「101～300 人（28.0%）」となっている。従

業員規模でみると、9 割以上が 300 人以下の中小企業に該当する。（なお、パート、アルバ

イト、契約社員などの非正社員は含むが、請負や派遣は含まない。） 

図表46 国内従業員数（SA） 
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④資本金 

回答企業の資本金についてみると、「1 億円以下」の割合が最も高く 89.2%となってお

り、次いで「3 億円超～10 億円以下（3.9%）」となっており、資本金 3 億円以下の企業が

全体の 9 割以上を占めている。 

図表47 資本金（SA）  

 
 

主要業種別に見ると、とりわけ「金属製品」の中小企業性が高い。また、化学工業は比較

的規模の大きい企業の割合が他業種よりも高くなっている。 

図表48 主要業種別に見た資本金（SA） 
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回答企業の売上高について主要業種別に見ると、「金属製品」は 100 億円以下の割合

が 98.4％と高く、一方で「化学工業」は全体平均と比較して比較的売上高の規模が大きい

傾向がみてとれる。 

表51 主要業種別に見た売上高（SA） 

   
⑦主力製品 

主力製品についてみると、「部品」の割合が最も高く 36.3%となっている。次いで、「最終

製品（35.7%）」、「賃加工（15.5%）」となっている。 

図表52 主力製品（SA） 
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⑧取引構造上の位置づけ 

主力事業領域における取引構造上の位置づけをみると、「一次部材メーカー（23.7%）」、

「セットメーカー（22.1%）」、「二次部材メーカー（19.4%）」となっている。 

 

図表53 主力事業領域における取引構造上の位置づけ（SA） 

 

⑨系列関係 

回答企業の系列関係についてみると、「系列グループには属さない」が 80.6%、「系列グ

ループに属する」が 19.4%となっている。 

図表54 系列関係（SA）  
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回答企業の系列関係について主要業種別に見ると、「化学工業」や「鉄鋼業」では系列

グループに属する企業がそれぞれ 29.3%、28.7%と全体と比べて割合が高い。 

図表55 主要業種別に見た系列関係（SA） 

 
 

⑩海外生産拠点 

海外生産拠点の有無についてみると、「ある」が 16.4%、「ない」が 83.6%となっている。 

図表56 海外生産拠点（SA） 
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⑪創業の時期 

創業の時期についてみると、「戦後～高度成長期（1946 年～1972 年）」の割合が最も

高く 48.7%となっている。次いで、「高度成長以降～バブル崩壊前（1973 年～1990 年）

（21.4%）」、「戦前（1945 年まで）（17.1%）」となっている。 

従業員規模別にみると、規模の大きい企業ほど戦前に創業した社歴の長い企業が多い。 

図表 57 創業の時期（SA） 

  

図表 58 国内従業員数別にみた創業の時期（SA） 
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⑫経営者の年齢 

経営者の年齢についてみると、「60 代」の割合が最も高く 33.3%となっている。次いで、

「50 代（31.3%）」、「70 代以降（16.9%）」となっている。 

図表 59 経営者の年齢（SA） 

  

 

図表 60 国内従業員数別にみた経営者の年齢（SA） 
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⑬同一経営者の継続年数 

同一経営者の継続年数についてみると、「20 年以上」の割合が最も高く 28.3%となって

いる。次いで、「10 年以上～20 年未満（22.0%）」、「2 年以上～5 年未満（20.2%）」とな

っている。 

図表 61 同一経営者の継続年数（SA） 

  

図表 62 国内従業員数別にみた同一経営者の継続年数（SA） 
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⑭経営者の出身部門 

経営者の出身部門についてみると、「営業」の割合が最も高く 29.7%となっている。次い

で、「製造（23.8%）」、「経営企画（14.4%）」となっている。 

図表 63 経営者の出身部門（SA） 

  

 

図表 64 国内従業員数別にみた経営者の出身部門（SA） 
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⑮上場有無 

上場有無についてみると、「上場」が 3.0%、「非上場」が 97.0%となっている。 

図表 65 上場有無（SA） 

  

 

図表 66 国内従業員数別にみた上場有無（SA） 
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⑯後継者の選定 

後継者の選定についてみると、「選定していない」の割合が最も高く 38.8%となっている。

次いで、「選定している（32.5%）」、「検討中（28.8%）」となっている。 

図表 67 後継者の選定（SA） 

  

 

図表 68 国内従業員数別にみた後継者の選定（SA） 
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図表 69 主要業種別にみた後継者の選定（SA） 
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3 業績や業況見通し等について（連結ベース） 

 

①前年同時期と比べた業績の動向（売上高、営業利益） 

回答企業の前年同時期と比べた業績の動向について、「増加」「やや増加」と回答した増

加基調の割合に着目すると、「売上高」では 47.9%、「営業利益」では 44.2%となっている。

一方、「減少」「やや減少」と減少基調の割合は「売上高」「営業利益」ともに 3 割前後とな

っている。 

過去 7 年間の動向をみると、売上高、営業利益とも前年同時期と比べて「増加」「やや増

加」と回答した企業が合計 4 割超えており、2017～2018 年度のレベルまで大幅に景況感

の改善が認められる。製造業においては、コロナ禍の業績へのマイナス影響が改善に向かっ

ていると考えられる。 

図表70 前年同時期と比べた業績の動向（SA） 

 

図表71 前年同時期と比べた売上高の動向（SA） 
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図表72 前年同時期と比べた営業利益の動向（SA） 

 

 

国内従業員数別に前年同時期と比べた売上高の動向をみると、従業員数 1,000 人超

の企業の方が売上高増加基調（「増加」「やや増加」と回答）の企業の割合が高くなってお

り、業況改善は大企業がやや先行する形となっている。 
 

図表73 国内従業員数別にみた前年同時期と比べた売上高の動向（SA） 
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主要業種別に前年同時期と比べた売上高の動向をみると、業績が比較的好調な業種は

非鉄金属、一般機械、金属製品などで、輸送用機械は芳しくない状況といえる。 

 
図表74 主要業種別にみた前年同時期と比べた売上高の動向（SA） 

 
 

国内従業員数別に前年同時期と比べた営業利益の動向をみると、従業員規模が大きく

なるに従って増加基調の割合が高く、収益面での改善については明らかに大企業が先行す

る形となっている。 

主要業種別に前年同時期と比べた営業利益の動向をみると、業績が比較的好調な業種

は非鉄金属、一般機械などで、輸送用機械は芳しくない。 
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図表75 国内従業員数別にみた前年同時期と比べた営業利益の動向（SA） 

 
図表76 主要業種別にみた前年同時期と比べた営業利益の動向（SA） 
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②今後３年間の見通し 2 

回答企業の今後 3 年間の見通しについてみると、売上高と営業利益は国内よりも海外が

増えると見込まれている。 

設備投資については、国内・海外ともに「増加」「やや増加」と回答する企業の割合が「減

少」「やや減少」と回答する企業の割合を大きく上回っており、前年度は「減少」が「増加」を

上回っていただけに、設備投資マインドは大きく改善したことが認められる。 

IT 投資については「増加」との回答は約１割にとどまっているが、「やや増加」（43.4%）

を合わせた増加基調の回答は約５5％に達している。一方、「減少」「やや減少」と回答した

企業の割合はわずか５％にとどまっており、業績改善の兆しが鮮明となる中、IT 投資に前向

きな企業の姿勢がうかがえる。 

 

図表77 今後3年間の見通し【海外「なし」を除外】（SA） 

  
 

  

 
2 この集計では「海外について該当しない」と回答した企業を除外して集計している 
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時系列で傾向をみると、すべての項目において対前年比での改善が認められる。その中で、

IT 投資だけは2017 年から 202１年にかけて一貫して増加基調にあり、製造業が景況感にか

かわらずデジタル化に向けた取り組みを重視している姿勢がうかがえる。  

 

図表78 今後3年間の見通し【海外「なし」を除外】（時系列、国内売上高）（SA） 

  
 

図表79 今後3年間の見通し【海外「なし」を除外】（時系列、海外売上高）（SA） 
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図表80 今後3年間の見通し【海外「なし」を除外】（時系列、国内営業利益）（SA） 

  
 

図表81 今後3年間の見通し【海外「なし」を除外】（時系列、海外営業利益）（SA） 
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図表82 今後3年間の見通し【海外「なし」を除外】（時系列、国内設備投資）（SA） 

  
 

 
図表83 今後3年間の見通し【海外「なし」を除外】（時系列、海外設備投資）（SA） 
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図表84 今後3年間の見通し【海外「なし」を除外】（時系列、研究開発投資）（SA） 

  
 

 
図表85 今後3年間の見通し【海外「なし」を除外】（時系列、IT投資）（SA） 
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③売上高の増加要因 

売上高の増加要因についてみると、「販売数量の増加」の割合が最も高く 89.7%となっ

ている。次いで、「販売単価の上昇（21.7%）」、「その他（5.5%）」となっている。 

図表 86 売上高の増加要因（MA） 

  

 

 

④売上高の減少要因 

売上高の減少要因についてみると、「販売数量の減少」の割合が最も高く 89.4%となっ

ている。次いで、「その他（11.2%）」、「販売単価の低下（9.5%）」となっている。 

図表 87 売上高の減少要因（MA） 
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⑤営業利益の増加要因 

営業利益の増加要因についてみると、「売上高の増加」の割合が最も高く 84.7%となっ

ている。次いで、「ｺｽﾄの減少（20.0%）」、「売上原価の低下（7.6%）」となっている。 

図表 88 営業利益の増加要因（MA） 

  
 

⑥営業利益の減少要因 

営業利益の減少要因についてみると、「売上高の減少」の割合が最も高く 69.4%となっ

ている。次いで、「売上原価の上昇（52.9%）」、「ｺｽﾄの増加（22.8%）」となっている。 

図表 89 営業利益の減少要因（MA） 
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4 投資動向について（連結ベース） 

 

①設備投資の有無 

設備投資の有無についてみると、有形固定資産、無形固定資産ともに 2015 年よりも

2020 年の方が「あり」との回答が多くなっている。また、企業規模による差異が大きく、中小

企業では設備更新が遅れている可能性がある。 

図表 90 設備投資の有無（SA） 

  

図表 91 国内従業員数別にみた設備投資の有無_有形固定資産_2015年（SA） 
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図表 92 国内従業員数別にみた設備投資の有無_有形固定資産_2020年（SA） 

  

図表 93 国内従業員数別にみた設備投資の有無_無形固定資産_2015年（SA） 
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図表 94 国内従業員数別にみた設備投資の有無_無形固定資産_2020年（SA） 

  

図表 95 主要業種別にみた設備投資の有無_有形固定資産_2015年（SA） 
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図表 96 主要業種別にみた設備投資の有無_有形固定資産_2020年（SA） 

  

図表 97 主要業種別にみた設備投資の有無_無形固定資産_2015年（SA） 
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図表 98 主要業種別にみた設備投資の有無_無形固定資産_2020年（SA） 

  
 

②設備投資の目的 

有形固定資産の設備投資の目的についてみると、2015 年、2020 年ともに「老朽設備

の更新･補強」の割合が最も高く、次いで、「生産設備の更新」、「生産能力の拡大」となって

いる。 

無形固定資産の設備投資の目的についてみると、2015 年、2020 年ともに「旧来型の

基幹ｼｽﾃﾑの更新や維持ﾒﾝﾃﾅﾝｽ」と「業務効率化やｺｽﾄ削減」の割合が高くなっている。 
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図表 99 設備投資の目的_有形固定資産_2015年（MA） 
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図表 100 設備投資の目的_有形固定資産_2020年（MA） 
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図表 101 設備投資の目的_無形固定資産_2015年（MA） 
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図表 102 設備投資の目的_無形固定資産_2020年（MA） 
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設備投資のうち生産性向上に寄与したものについてみると、有形固定資産では 2015 年、

2020 年ともに「生産能力の拡大」「生産設備の更新」「老朽設備の更新･補強」の順に割

合が高くなっている。 

図表 103 生産性向上に寄与_有形固定資産_2015年（MA） 
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図表 104 生産性向上に寄与_有形固定資産_2020年（MA） 
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設備投資のうち生産性向上に寄与したものについてみると、無形固定資産では 2020 年

は「DX 関連(工場の IoT 化等)」「DX 関連(ﾃﾚﾜｰｸ等)」など DX 関連の割合が 2015 年に

比べて高くなっている。 

図表 105 生産性向上に寄与_無形固定資産_2015年（MA） 
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図表 106 生産性向上に寄与_無形固定資産_2020年（MA） 
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③IT 投資の状況 

IT 投資の状況についてみると、「IT 投資をしている」が 49.8%、「IT 投資をしていない」

が 50.2%となっている。 

図表 107 IT投資の状況（SA） 

  

 

図表 108 国内従業員数別にみたIT投資の状況（SA） 
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図表 109 主要業種別にみたIT投資の状況（SA） 

  
 

IT 投資の投資先についてみると、「国内拠点」の割合が 92.8%となっている。 

図表 110 IT投資の投資先（SA） 
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図表 111 国内従業員数別にみたIT投資の投資先（SA） 

  

図表 112 主要業種別にみたIT投資の投資先（SA） 
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IT 投資によるｼｽﾃﾑの調達方法についてみると、「国内外一括で調達している」が 35.8%、

「各拠点の調達に任せている」が 64.2%となっている。 

図表 113 IT投資によるｼｽﾃﾑの調達方法（SA） 

  

 

図表 114 国内従業員数別にみたIT投資によるｼｽﾃﾑの調達方法（SA） 

  
 



 

78 
 

IT 投資の進め方についてみると、「市販のﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱの購入」の割合が最も高く

56.5%となっている。次いで、「ﾍﾞﾝﾀﾞｰによりｶｽﾀﾏｲｽﾞされたｼｽﾃﾑの利用（48.3%）」、「社内

でのｼｽﾃﾑ開発（33.0%）」、「SaaS やｸﾗｳﾄﾞの利用（29.9%）」となっている。 

図表 115 IT投資の進め方（MA） 

  

図表 116 国内従業員数別にみたIT投資の進め方（MA） 
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具体的な IT 投資の対象についてみると、「生産管理」の割合が最も高く 65.4%となって

いる。次いで、「全社的･部門横断的なｼｽﾃﾑ（59.3%）」、「製造（36.6%）」となっている。 

図表 117 具体的なIT投資の対象（MA） 
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図表 118 国内従業員数別にみた具体的なIT投資の対象（MA） 
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④研究開発投資の状況 

具体的な IT 投資の対象についてみると、「研究開発投資をしている」が 36.7%、「研究

開発投資をしていない」が 63.3%となっている。 

図表 119 研究開発の状況（SA） 

  

 

図表 120 国内従業員数別にみた研究開発の状況（SA） 
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図表 121 主要業種別にみた研究開発の状況（SA） 

  

 

既存事業での研究開発投資の有無についてみると、「あり」が 90.6%となっている。 

図表 122 研究開発投資の有無_既存事業向け（SA） 
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新規事業での研究開発投資の有無についてみると、「あり」が 62.6%となっている。 

また、既存事業での研究開発投資の目的についてみると、「新製品･ｻｰﾋﾞｽの提供」の割

合が最も高く 61.8%となっている。次いで、「業務効率化やｺｽﾄ削減（42.4%）」、「市場ｼｪｱ

の維持･拡大（24.7%）」となっている。 

図表 123 研究開発投資の有無_新規事業向け（SA） 

  

図表 124 研究開発投資の目的_既存事業向け（MA） 
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新規事業での研究開発投資の目的についてみると、「新製品･ｻｰﾋﾞｽの提供」の割合が

最も高く 77.9%となっている。次いで、「市場ｼｪｱの維持･拡大（19.2%）」、「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの

変革（17.2%）」となっている。 

図表 125 研究開発投資の目的_新規事業向け（MA） 
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既存事業向けの研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間についてみると、「短期的な研究開発」の割合

が最も高く 64.4%となっている。次いで、「中期的な研究開発（25.6%）」、「長期的な研究

開発（9.9%）」となっている。 

図表 126 研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間_既存事業向け（SA） 

  

 

図表 127 国内従業員数別にみた研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間_既存事業向け（SA） 
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新規事業向けの研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間についてみると、「中期的な研究開発」の割合

が最も高く 39.6%となっている。次いで、「短期的な研究開発（36.6%）」、「長期的な研究

開発（23.7%）」となっている。 

図表 128 研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間_新規事業向け（SA） 

  

 

図表 129 国内従業員数別にみた研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間_新規事業向け（SA） 
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研究開発予算についてみると、「各部門･部署からの要望をとりまとめ､最終的に経営判

断している」の割合が最も高く 42.4%となっている。次いで、「その都度､ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝで経営判

断している（26.6%）」、「特に研究開発予算を組まず､日々の業務の中で開発に取り組ん

でいる（20.7%）」となっている。 

図表 130 研究開発予算（SA） 

  

図表 131 国内従業員数別にみた研究開発予算（SA） 
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研究開発予算の売上高比率についてみると、6%未満が全体の 3/4 程度を占めている。 

研究開発や事業化を行う上で重視している連携ﾊﾟｰﾄﾅｰについてみると、「顧客､取引先」

の割合が最も高く 62.4%となっている。次いで、「国内の大学､研究機関（41.3%）」、「仕

入先､ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ（32.4%）」となっている。 

図表 132 研究開発予算_売上高比率（NA） 

  

図表 133 研究開発や事業化を行う上で重視している連携ﾊﾟｰﾄﾅｰ（MA） 
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研究開発や事業化を行う上で最も重視する連携ﾊﾟｰﾄﾅｰについてみると、「顧客､取引先」

の割合が最も高く 44.6%となっている。次いで、「国内の大学､研究機関（18.2%）」、「仕

入先､ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ（11.4%）」となっている。 

図表 134 研究開発や事業化を行う上で最も重視する連携ﾊﾟｰﾄﾅｰ（SA） 

  

図表 135 国内従業員数別にみた研究開発や事業化を行う上で最も重視する連携ﾊﾟｰﾄﾅｰ（SA） 
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図表 136 主要業種別にみた研究開発や事業化を行う上で最も重視する連携ﾊﾟｰﾄﾅｰ（SA） 
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⑤投資目的 

国内設備投資の投資目的についてみると、「業務効率化やｺｽﾄ削減」の割合が最も高く

57.0%となっている。次いで、「旧来型の基幹ｼｽﾃﾑの更新や維持ﾒﾝﾃﾅﾝｽ（29.5%）」、「新

製品･ｻｰﾋﾞｽの提供（27.9%）」となっている。 

図表 137 投資目的_国内設備投資（MA） 
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海外設備投資の投資目的についてみると、「市場ｼｪｱの維持･拡大」の割合が最も高く

41.1%となっている。次いで、「業務効率化やｺｽﾄ削減（36.7%）」、「新製品･ｻｰﾋﾞｽの提供

（33.3%）」となっている。 

図表 138 投資目的_海外設備投資（MA） 
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研究開発投資の投資目的についてみると、「新製品･ｻｰﾋﾞｽの提供」の割合が最も高く

73.3%となっている。次いで、「業務効率化やｺｽﾄ削減（21.9%）」、「市場ｼｪｱの維持･拡大

（20.1%）」となっている。 

図表 139 投資目的_研究開発投資（MA） 
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IT 投資の投資目的についてみると、「業務効率化やｺｽﾄ削減」の割合が最も高く 52.0%

となっている。次いで、「DX 関連(工場の IoT 化等)（46.5%）」、「旧来型の基幹ｼｽﾃﾑの更

新や維持ﾒﾝﾃﾅﾝｽ（34.2%）」となっている。 

図表 140 投資目的_IT投資（MA） 

  



 

95 
 

⑥投資計画を減少する要因 

国内設備投資の投資計画を減少する要因についてみると、「事業環境など先行き不透明

であるため」の割合が最も高く 54.9%となっている。次いで、「投資に見合う収益を確保で

きないため（24.9%）」、「現状で既に適正水準であるため（20.5%）」となっている。 

図表 141 投資計画を減少する要因_国内設備投資（MA） 

  
 

図表 142 国内従業員数別にみた投資計画を減少する要因_国内設備投資（MA） 
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海外設備投資の投資計画を減少する要因についてみると、「事業環境など先行き不透明

であるため」の割合が最も高く 52.5%となっている。次いで、「投資に見合う収益を確保で

きないため（37.7%）」、「投資ﾘｽｸが大きいため（18.0%）」となっている。 

図表 143 投資計画を減少する要因_海外設備投資（MA） 
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研究開発投資の投資計画を減少する要因についてみると、「事業環境など先行き不透明

であるため」の割合が最も高く 49.5%となっている。次いで、「投資に見合う収益を確保で

きないため（28.9%）」、「投資する資金を捻出できないため（18.6%）」となっている。 

図表 144 投資計画を減少する要因_研究開発投資（MA） 
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IT 投資の投資計画を減少する要因についてみると、「事業環境など先行き不透明である

ため」の割合が最も高く 40.0%となっている。次いで、「現状で既に適正水準であるため

（25.9%）」、「投資に見合う収益を確保できないため（21.2%）」となっている。 

図表 145 投資計画を減少する要因_IT投資（MA） 
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5 レジリエンス強化に向けた取り組み 

 

①事業に影響を及ぼす要因 

グローバル経済･社会状況の変化のうち事業に影響があると考えられるものについてみる

と、「原材料価格の高騰」の割合が最も高く 79.8%となっている。次いで、「新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感

染症の感染拡大（67.8%）」、「人手不足（49.7%）」、「半導体不足（49.3%）」となってい

る。 

図表 146 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち事業に影響があると考えられるもの（MA） 
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ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち事業に最も影響が大きいと考えられるものについて

みると、「原材料価格の高騰」の割合が最も高く 36.7%となっている。次いで、「新型ｺﾛﾅｳｲﾙ

ｽ感染症の感染拡大（21.5%）」、「半導体不足（11.3%）」となっている。 

図表 147 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち事業に最も影響が大きいと考えられるもの

（SA） 

  

図表 148 国内従業員数別にみたｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち 

事業に最も影響が大きいと考えられるもの（SA） 
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図表 149 主要業種別にみたｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち 

事業に最も影響が大きいと考えられるもの（SA） 
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ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち支障をきたした業務内容についてみると、「国内か

らの部材の調達」の割合が最も高く 55.8%となっている。次いで、「営業･受注（46.0%）」、

「国内の生産活動（37.3%）」となっている。 

図表 150 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち支障をきたした業務内容（MA） 

  
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち最も影響が大きいと考えられるものについてみると、

「国内からの部材の調達」の割合が最も高く 31.5%となっている。次いで、「営業･受注

（27.9%）」、「国内の生産活動（17.6%）」となっている。 

図表 151 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち最も影響が大きいと考えられるもの（MA） 
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図表 152 国内従業員数別にみたｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち最も影響が大きいと 

考えられるもの（MA） 

  

図表 153 主要業種別にみたｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済･社会状況の変化のうち最も影響が大きいと 

考えられるもの（MA） 
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②直近 2～3 年で実施した企業行動 

直近 2～3 年で実施した企業行動についてみると、「値上げ(原材料高騰による価格転嫁

等)」の割合が最も高く 43.5%となっている。次いで、「賃上げ（42.7%）」、「積極的な投資

（32.5%）」となっている。 

図表 154 直近2～3年で実施した企業行動（MA） 
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図表 155 国内従業員数別にみた直近2～3年で実施した企業行動（MA） 
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直近 2～3 年で実施した企業行動のうち､最も事業に影響が大きいと考えられるものにつ

いてみると、「値上げ(原材料高騰による価格転嫁等)」の割合が最も高く 26.1%となってい

る。次いで、「積極的な投資（20.6%）」、「賃上げ（12.6%）」となっている。 

図表 156 直近2～3年で実施した企業行動のうち､最も事業に影響が大きいと考えられるもの

（SA） 

  

図表 157 国内従業員数別にみた直近2～3年で実施した企業行動のうち､最も事業に 

影響が大きいと考えられるもの（SA） 
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図表 158 主要業種別にみた直近2～3年で実施した企業行動のうち､最も事業に 

影響が大きいと考えられるもの（SA） 

  
③製品･部材の生産国を移転したケース 

この 1 年間に製品･部材を生産する国を移転したｹｰｽについてみると、国内から海外へ移

転した割合が 3.3%、海外から国内へ移転した割合が 3.0%、海外から海外へ移転した割

合は 0.8%となっている。 

図表 159 この1年間に製品･部材を生産する国を移転したｹｰｽ（MA） 
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どの国･地域から移転したかについてみると、「日本」の割合が最も高く 46.6%となって

いる。次いで、「中国･香港（22.2%）」、「ﾍﾞﾄﾅﾑ（5.7%）」となっている。 

図表 160 どの国･地域から（SA） 

  

 

どの国･地域へ移転したかについてみると、「日本」の割合が最も高く 43.3%となってい

る。次いで、「中国･香港（22.5%）」、「ﾍﾞﾄﾅﾑ（10.7%）」となっている。 

図表 161 どの国･地域へ（SA） 
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移転した理由についてみると、「人件費の上昇」と「原材料費の上昇」の割合が最も高く

18.3%となっている。次いで、「労働者の確保困難」「新型ｺﾛﾅ感染症への対応」の 17.8%

となっている。 

図表 162 移転した理由（MA） 
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④競合他社の状況 

マーケットの中で競合他社として海外企業が「ある」と回答した企業は３割強となっており、

従業員規模が大きくなるほど海外での競合他社が意識されている。 

図表 163 ﾏｰｹｯﾄの中で競合他社としての海外企業の有無（SA） 

  

 

図表 164 国内従業員数別にみたﾏｰｹｯﾄの中で競合他社としての海外企業の有無（SA） 
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図表 165 主要業種別にみたﾏｰｹｯﾄの中で競合他社としての海外企業の有無（SA） 
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競合他社の国･地域についてみると、「中国･香港」の割合が最も高く 73.0%となってい

る。次いで、「日本（39.7%）」、「韓国（33.3%）」となっている。 

図表 166 競合他社の国･地域（MA） 
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日本の企業が海外に比べて競争上不利な状況に置かれている原因についてみると、「人

件費が高い」の割合が最も高く 62.3%となっている。次いで、「電力等のｲﾝﾌﾗｺｽﾄが高い

（34.0%）」、「人員整理がしにくい（32.4%）」となっている。 

図表 167 日本の企業が海外に比べて競争上不利な状況に置かれている原因（MA） 
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日本の企業が海外に比べて競争上不利な状況に置かれている最も影響が大きい原因に

ついてみると、「人件費が高い」の割合が最も高く 46.7%となっている。次いで、「電力等の

ｲﾝﾌﾗｺｽﾄが高い（11.8%）」、「人員整理がしにくい（11.7%）」となっている。 

図表 168 日本の企業が海外に比べて競争上不利な状況に置かれている最も影響が大きい原

因（SA） 

  

図表 169 国内従業員数別にみた日本の企業が海外に比べて競争上不利な状況に置かれてい

る最も影響が大きい原因（SA） 
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図表 170 主要業種別にみた日本の企業が海外に比べて競争上不利な状況に置かれている最

も影響が大きい原因（SA） 
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⑤直接輸出取引 

この 1 年間の直接輸出取引の有無についてみると、「直接輸出をしている」が 22.4%、

「直接輸出をしていない」が 77.6%となっている。 

図表 171 この1年間の直接輸出取引の有無（SA） 

  

 

図表 172 国内従業員数別にみたこの1年間の直接輸出取引の有無（SA） 
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図表 173 主要業種別にみたこの1年間の直接輸出取引の有無（SA） 

  
 

直接輸出取引の目的についてみると、「既存ﾏｰｹｯﾄの維持･拡大」の割合が最も高く

80.2%となっている。次いで、「新たなﾏｰｹｯﾄの開拓（25.2%）」、「自社製品･ｻｰﾋﾞｽの PR

（13.0%）」となっている。 

図表 174 直接輸出取引の目的（MA） 
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⑥生産・出荷・在庫の状況 

この 1 年間の生産・出荷・在庫の状況についてみると、生産・出荷については増加が減少

を上回っており、大企業ほど生産・出荷は増加基調にある。また、業種別では輸送機械の足

取りが重いことがわかる。 

図表 175 この1年間の生産・出荷・在庫の状況（SA） 

  
 

図表 176 国内従業員数別にみたこの1年間の生産状況（SA） 
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図表 177 国内従業員数別にみたこの1年間の出荷状況（SA） 

  

図表 178 国内従業員数別にみたこの1年間の在庫状況（SA） 
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図表 179 主要業種別にみたこの1年間の生産状況（SA） 

  

図表 180 主要業種別にみたこの1年間の出荷状況（SA） 
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図表 181 主要業種別にみたこの1年間の在庫状況（SA） 
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⑦強靭なサプライチェーンの構築 

今後､強靭なｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築に向けて取り組むものについてみると、「調達先の分散」の

割合が最も高く 45.1%となっている。次いで、「国内生産体制の強化（41.1%）」、「標準化､

共有化､共通化の推進（35.1%）」となっている。 

図表 182 今後､強靭なｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築に向けて取り組むもの（MA） 
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⑧収益力向上 

自社の収益力向上のために重要と考えられるものについてみると、「業務の効率化」の割

合が最も高く 61.5%となっている。次いで、「営業力の強化（57.5%）」、「ｺｽﾄ削減の実施

（55.4%）」となっている。 

図表 183 自社の収益力向上のために重要と考えられるもの（MA） 
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図表 184 国内従業員数別にみた自社の収益力向上のために重要と考えられるもの（MA） 
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自社の収益力向上のために重要と考えられる最も影響が大きいものについてみると、「高

付加価値商品･ｻｰﾋﾞｽの開発」の割合が最も高く 25.6%となっている。次いで、「営業力の

強化（23.6%）」、「業務の効率化（20.5%）」となっている。 

図表 185 自社の収益力向上のために重要と考えられる最も影響が大きいもの（SA） 

  

図表 186 国内従業員数別にみた自社の収益力向上のために重要と考えられる最も影響が大き

いもの（SA） 
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図表 187 主要業種別にみた自社の収益力向上のために重要と考えられる最も影響が大きいも

の（SA） 
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⑨カーボンニュートラル（CN）への対応 

カーボンニュートラルの必要性の変化についてみると、全体の 1/4 程度が増している

（「大きく増している」と「増している」の合計）と回答している。 

図表 188 ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙの必要性の変化（SA） 

  

 

図表 189 国内従業員数別にみたｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙの必要性の変化（SA） 
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図表 190 主要業種別にみたｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙの必要性の変化（SA） 

  
カーボンニュートラルへの対応が増している背景についてみると、「SDGs への対応」の割

合が最も高く 66.4%となっている。次いで、「企業ｲﾒｰｼﾞの向上（45.6%）」、「顧客企業

(BtoB)からの要請（43.8%）」となっている。 

図表 191 CNへの対応が増している背景（MA） 
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図表 192 国内従業員数別にみたCNへの対応が増している背景（MA） 
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カーボンニュートラルへの対応としての具体的な取組みについてみると、「製造工程にお

ける CO2 排出削減」の割合が最も高く 42.4%となっている。次いで、「取組を検討中

（38.9%）」、「CO2 排出量の見える化（33.2%）」、「再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入（27.2%）」

となっている。 

図表 193 CNへの対応としての具体的な取組み（MA） 
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⑩SDGs(除く CN)の必要性の変化 

SDGs(除く CN)の必要性の変化についてみると、増している（「大きく増している」と「増

している」の合計）との回答が全体の 3 割強となっている。 

図表 194 SDGs(除くCN)の必要性の変化（SA） 

  
 

図表 195 国内従業員数別にみたSDGs(除くCN)の必要性の変化（SA） 
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図表 196 主要業種別にみたSDGs(除くCN)の必要性の変化（SA） 
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SDGs への対応が増している背景についてみると、「企業ｲﾒｰｼﾞの向上」の割合が最も高

く 64.4%となっている。次いで、「社会貢献（59.2%）」、「法令遵守（33.7%）」となってい

る。 

図表 197 SDGsへの対応が増している背景（MA） 
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図表 198 国内従業員数別にみたSDGsへの対応が増している背景（MA） 
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SDGs への対応としての具体的な取組みについてみると、「循環経済」の割合が最も高く

66.1%となっている。次いで、「地球環境保護･自然環境保全（44.9%）」となっている。 

図表 199 SDGsへの対応としての具体的な取組み（MA） 
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図表 200 国内従業員数別にみたSDGsへの対応としての具体的な取組み（MA） 
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⑪業務ﾌﾟﾛｾｽ間でのﾃﾞｰﾀ連携を進める上での課題 

業務ﾌﾟﾛｾｽ間でのﾃﾞｰﾀ連携を進める上での課題についてみると、「ﾃﾞｰﾀ連携を実施する

人材の欠如」の割合が最も高く 56.8%となっている。次いで、「既存のｼｽﾃﾑの刷新にかかる

ｺｽﾄ（50.8%）」、「ﾃﾞｰﾀ連携にかかる全社的な知識の欠如（43.7%）」となっている。 

図表 201 業務ﾌﾟﾛｾｽ間でのﾃﾞｰﾀ連携を進める上での課題（MA） 
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6 資金調達及び雇用面での動向 

 

①資金調達 

この 1 年間での資金調達の有無についてみると、「資金調達をした」55.4%、「資金調達

はしていない」が 44.6%となっている。 

図表 202 この1年間での資金調達の有無（SA） 

  

 

図表 203 国内従業員数別にみたこの1年間での資金調達の有無（SA） 
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図表 204 主要業種別にみたこの1年間での資金調達の有無（SA） 

  

運転資金の内容についてみると、「手元資金の確保」の割合が最も高く 59.7%となって

いる。次いで、「材料や商品仕入れ（41.3%）」、「給与支払い等人件費（28.6%）」となって

いる。 

図表 205 運転資金の内容（MA） 
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図表 206 国内従業員数別にみた運転資金の内容（MA） 
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設備資金の内容についてみると、「土地･建物･機械･備品･車両の購入」の割合が最も高

く 64.7%となっている。次いで、「修繕資金（29.6%）」、「ｿﾌﾄｳｪｱの導入（15.9%）」となっ

ている。 

図表 207 設備資金の内容（MA） 
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図表 208 国内従業員数別にみた設備資金の内容（MA） 
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②資金調達方法 

この 1 年間の資金調達方法についてみると、「金融機関からの借入れ」の割合が最も高

く 93.6%となっている。次いで、「補助金･助成金の活用（21.9%）」、「社債の発行

（5.5%）」となっている。 

この 1 年間で資金調達した金融機関についてみると、「地方銀行」の割合が最も高く

71.7%となっている。次いで、「政府系金融機関（39.4%）」、「都市銀行（34.5%）」、「信

用金庫･信用組合（31.8%）」となっている。 

図表 209 この1年間の資金調達方法（MA） 

  

図表 210 この1年間で資金調達した金融機関（MA） 
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③ﾒｲﾝﾊﾞﾝｸ 

ﾒｲﾝﾊﾞﾝｸについてみると、「地方銀行」の割合が最も高く 51.2%となっている。次いで、

「都市銀行（20.2%）」、「信用金庫･信用組合（15.0%）」、「政府系金融機関（12.4%）」

となっている。 

図表 211 ﾒｲﾝﾊﾞﾝｸ（SA） 

  

 

図表 212 国内従業員数別にみたﾒｲﾝﾊﾞﾝｸ（SA） 
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図表 213 主要業種別にみたﾒｲﾝﾊﾞﾝｸ（SA） 

  
 

④正規雇用者数の不足感 

正規雇用者数の不足感についてみると、「足りている」が 39.2%、「足りていない」が

60.8%となっている。 

図表 214 正規雇用者数の不足感（SA） 
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図表 215 国内従業員数別にみた正規雇用者数の不足感（SA） 

  

図表 216 主要業種別にみた正規雇用者数の不足感（SA） 
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今後の雇用の見通しについてみると、「増加」の割合が最も高く 49.9%となっている。次

いで、「現状維持（41.0%）」、「減少（9.0%）」となっている。 

図表 217 今後の雇用の見通し（SA） 

  
 

図表 218 国内従業員数別にみた今後の雇用の見通し（SA） 
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図表 219 主要業種別にみた今後の雇用の見通し（SA） 
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⑤雇用を確保するために取り組んでいる施策 

雇用を確保するために取り組んでいる施策についてみると、採用時においては「中途採用

者向けの積極的な求人」の割合が最も高く 67.3%となっている。次いで、「ﾊﾛｰﾜｰｸの活用

（57.2%）」、「新卒者向けの積極的な求人（56.9%）」となっている。従業員への施策にお

いては「給与面の充実」の割合が最も高く 52.2%となっている。次いで、「福利厚生の充実

（34.9%）」、「研修制度の充実（29.4%）」となっている 

図表 220 雇用を確保するために取り組んでいる施策（MA） 

  

  



 

150 
 

雇用を確保するために取り組んでいる最も影響が大きいと考えられる施策についてみる

と、「中途採用者向けの積極的な求人」の割合が最も高く 31.5%となっている。次いで、「新

卒者向けの積極的な求人（29.7%）」、「ﾊﾛｰﾜｰｸの活用（18.3%）」となっている。 

図表 221 雇用を確保するために取り組んでいる最も影響が大きいと考えられる施策（SA） 

  

図表 222 国内従業員数別にみた雇用を確保するために取り組んでいる 

最も影響が大きいと考えられる施策（SA） 
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図表 223 主要業種別にみた雇用を確保するために取り組んでいる 

最も影響が大きいと考えられる施策（SA） 

  
 

 

⑥正規雇用者数が不足している要因 

正規雇用者数が不足している要因についてみると、「求人に応募がない」の割合が最も

高く 64.9%となっている。次いで、「離職してしまう（41.2%）」、「求人に応募はあるが条件

に合わない（37.9%）」となっている。 
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図表 224 正規雇用者数が不足している要因（MA） 

  
 

図表 225 国内従業員数別にみた正規雇用者数が不足している要因（MA） 
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正規雇用者数が不足している最も影響が大きいと考えられる要因についてみると、「求人

に応募がない」の割合が最も高く 50.3%となっている。次いで、「求人に応募はあるが条件

に合わない（26.4%）」、「離職してしまう（15.0%）」となっている。 

図表 226 正規雇用者数が不足している最も影響が大きいと考えられる要因（SA） 

  
 

図表 227 国内従業員数別にみた正規雇用者数が不足している最も影響が大きいと考えられる 

要因（SA） 
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図表 228 主要業種別にみた正規雇用者数が不足している最も影響が大きいと考えられる要因

（SA） 
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⑦デジタル人材の確保の必要性 

デジタル人材の確保の必要性についてみると、「必要である」が 68.8%、「必要でない」

が 31.2%となっている。 

図表 229 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材の確保の必要性（SA） 

  

 

図表 230 国内従業員数別にみたﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材の確保の必要性（SA） 
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図表 231 主要業種別にみたﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材の確保の必要性（SA） 

  
 

デジタル人材の確保の取組状況についてみると、「取組んでいる」が 42.4%、「取組んで

いない」が 57.6%となっている。 

図表 232 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材の確保の取組状況（SA） 
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図表 233 国内従業員数別にみたﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材の確保の取組状況（SA） 

  

図表 234 主要業種別にみたﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材の確保の取組状況（SA） 
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デジタル人材を確保する方法についてみると、「社内教育を通じた人材育成」の割合が

最も高く 62.9%となっている。次いで、「DX 人材の採用（52.6%）」、「ﾍﾞﾝﾀﾞｰ等からの出

向者等の活用（6.1%）」となっている。 

図表 235 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材を確保する方法（MA） 

  
 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材を必要としていない理由､人材の確保に取組んでいない理由についてみると、

「どう取組めば良いかわからない」の割合が最も高く 30.8%となっている。次いで、「効果が

不透明（27.0%）」、「今現在ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材を必要とする業務はない（26.5%）」となっている。 

図表 236 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材を必要としていない理由､人材の確保に取組んでいない理由（MA） 
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7 データの利活用への取組 

①生産プロセス＆新たなビジネス創出に向けたデータの利活用 

本アンケート調査では、以下のような帳票で、「生産プロセス」及び「新たなビジネス創出」

における下記それぞれの項目に関する取組状況について実態把握を行っている。 

 

 
 

上記の 「生産プロセス」及び「新たなビジネス創出」における各社の取組状況（「実施して

いる」と回答した割合）に着目すると、「製品設計工程において活用する」における割合が最も

高く 36.4%となっている。次いで、「生産設計工程において活用する（21.1%）」、「生産時に

判明した設計開発の不具合を設計開発にフィードバック（18.1%）」となっている。 

過去６年間の変化をみると、すべての取組において昨年度よりは実施率が上昇しており、特

に生産プロセスにおける実施率が大きく高まっている。その一方で、新たなビジネスの創出に

かかる取組については横ばいの傾向にあり、足下の生産性向上へのデータの利活用には前向

きに取組みつつあるも、新たな価値創出への取組はまだ遅れている。 
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図表 237 生産プロセス・新たなビジネス創出に関する取り組み（SA） 
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図表 238 製品設計工程において活用する（3DCAD等）（時系列）（SA） 

 

 

図表 239 生産設計工程において活用する（時系列）（SA） 
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図表 240 シミュレーション結果をリアルタイムで実際の生産ラインに反映する（時系列）（SA） 

 

図表 241 生産プロセスにおける熟練技能のマニュアル化・データベース化（時系列）（SA） 

 

図表 242 販売後の製品の稼働データや顧客の声を設計開発や生産改善に活用（時系列）



 

163 
 

（SA） 

 

図表 243 設計開発と生産現場の間でデータを共有し、開発リードタイムを削減（時系列）（SA） 
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図表 244 生産時に判明した設計開発の不具合を設計開発にフィードバック（時系列）（SA） 

 

 

図表 245 販売後の製品の稼働状況に関する情報の収集･分析（時系列）（SA） 
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図表 246 製品の予知保全サービスの活用（時系列）（SA） 

 

 

図表 247 製品の運用ソリューションサービス（時系列）（SA） 
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②データ収集・利活用の実態 

生産プロセスに関する設備の稼働状況等のデータ収集をしているか尋ねたところ、「はい」

が 57.0%、「いいえ」が 43.0%となっている。 

図表 248 生産プロセスに関する設備の稼働状況等のデータ収集（SA） 

 
 

 

過去５年間の動向をみると、設備の稼働状況等のデータ収集の実施率は低下傾向にあった

が、2020 年、2021 年と前年よりは若干収集率が向上している。なお、データ収集率が低下し

た背景には、調査をスタートした2016年時点と比較して、現在では、「データの収集・利活用」

の定義が企業に正しく浸透してきたことも影響していると考えられる。 

図表 249 生産プロセスに関する設備の稼働状況等のデータ収集（時系列）（SA） 
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生産プロセスに関する設備の稼働状況等のデータ収集をしているか従業員規模別に分析

してみると、規模が大きくなるに従ってデータ収集の実施率が高くなる傾向が認められる。 

図表 250 生産プロセスに関する設備の稼働状況等のデータ収集（SA） 

 
 

データを収集していると回答した企業に対して、取得したデータの利活用の進展具合につい

て尋ねると、「かなり進展した（9.5%）」「やや進展した（50.4%）」と 6 割程度の企業がデー

タの利活用が進展している一方、「あまり進展していない（40.0%）」と 4 割の企業は取得した

データを活用できていない状況がうかがえる。「今後は収集をやめることを検討している

（0.1%）」との回答もわずかではあるが存在した。 

図表 251 取得したデータの利活用（SA） 
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図表 252 取得したデータの利活用（時系列）（SA） 

 
 

 

データを収集していないと回答した企業について、過去３年間におけるデータ収集の実態、

及び今後の方針をみると、「これまでデータを収集したことはなく､今後も収集の予定はない」

が最も多く 49.4%となっている。次いで、「これまでデータを収集したことはないが、今後は収

集を検討している（33.9%）」、「かつてデータを収集していたことがあり､今後はまた収集する

ことを検討している（9.5%）」、「かつてデータを収集していたことがあるが､今後も収集の予

定はない（7.2%）」となっている。 

今後はデータの収集・利活用を検討している企業が約 34％存在する一方、かつてはデータ

を収集していたものの現時点では収集していない企業が 2 割弱存在することも確認できた。 

図表 253 過去３年間におけるデータ収集の実態、及び今後の方針（SA） 
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図表 254 過去３年間におけるデータ収集の実態、及び今後の方針（時系列）（SA） 

 

 

生産プロセスに関するデータ収集や利活用にかかる課題をみると、「データ収集にコストが

かかる」が最も多く 34.4%となっている。次いで、「データの利活用で期待した効果が得られ

ない（27.9%）」、「データの利活用にコストがかかる（22.6%）」、「データの活用方策が分か

らない（19.4%）」となっている。 

図表 255 生産プロセスに関するデータ収集や利活用にかかる課題（MA） 
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生産プロセスに関する設備の稼働状況等の何らかのデータ収集を行っていると回答した企

業に対して、データの利活用の実態について尋ねたところ、「①データの利用目的は定まってい

る」における割合が最も高く 76.6%となっている。次いで、「②データの書式はフォーマット化さ

れている（48.2%）」、「③実際にデータが部署や事業所をまたいで利活用されている

（40.2%）」となっている。 

ただし、過去４年間の推移をみると、①～③とも前年度よりは実施率が高まっているものの、

大幅な改善は認められない。 

 

図表 256 データ利活用の実態（SA） 

 

 

図表 257 データの利用目的は定まっているか（時系列）（SA） 
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図表 258 データの書式はフォーマット化されているか（時系列）（SA） 

 

図表 259 実際にデータが部署や事業所をまたいで利活用されているか（時系列）（SA） 
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データの利用目的は定まっているかについて従業員規模別に尋ねたところ、規模が大きくな

るに従って実施率が多少高くなる傾向が認められた。 

図表 260 従業員規模別にみたデータの利用目的は定まっているか（SA） 

 

 

データの書式はフォーマット化されているか従業員規模別に尋ねたところ、規模の違いによ

る差はほとんどみられなかった。 

図表 261 従業員規模別にみたデータの書式はフォーマット化されているか（SA） 
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実際にデータが部署や事業所をまたいで利活用されているか従業員規模別に尋ねたところ、

これについても規模の違いによる差はほとんどみられなかった。 

図表 262 従業員規模別にみた実際にデータが部署や事業所をまたいで利活用されているか

（SA） 
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③生産プロセス＆新たなビジネス創出に向けたデータの利活用 

センサーや IT を活用して製造工程等の生産プロセスの改善・向上等に取組んでいるかどう

かについて、「実施している」の割合に着目すると、「個別工程の機械の稼働状態について｢見

える化｣を行う」における割合が最も高く 21.1%となっている。次いで、「ライン･製造工程全般

の機械の稼働状態について｢見える化｣を行う（18.2%）」「製造物･部材のトレーサビリティ管

理を行う（16.3%）」となっている。「顧客とのやりとりやマーケティングの効率化を行う」は

3.9%と、新たな価値創出に向けたデータの利活用が進んでいるとは言い難い状況にある。 

 

図表 263 センサーやITを活用して製造工程等の生産プロセスの改善・向上等に取組んでいる

か（SA） 
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過去６年間の取組の推移をみると、すべての取組において前年度よりは実施率が上向い

ているが、全体に大幅な改善は認められない。 

図表 264 個別工程の機械の稼働状態について｢見える化｣を行う（時系列）（SA） 

 

 

図表 265 ライン・製造工程全般の機械の稼働状態について「見える化」を行う（時系列）（SA） 
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図表 266 人員の稼働状態も｢見える化｣を行う（時系列）（SA） 

 

図表 267 データ化・見える化や検査工程の自動化・IT化に取り組む（時系列）（SA） 
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図表 268 製造物・部材のトレーサビリティ管理を行う（時系列）（SA） 

 

 

図表 269 海外工場も生産プロセスにかかるデータ等の収集・活用といった取組を行う（「海外

生産拠点あり」に限定）（時系列）（SA） 
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図表 270 顧客とのやりとりや、マーケティングの効率化を行う（時系列）（SA） 

 

 

なお、センサーや IT を活用して製造工程等の生産プロセスの改善・向上等に取組んでいる

かどうかを従業員規模別に分析したところ、いずれの生産プロセスにおいても規模が大きくな

るに従って「実施している」割合が高くなっている。 

図表 271 従業員規模別にみた個別工程の機械の稼働状態について｢見える化｣を行う（SA） 
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図表 272 従業員規模別にみたライン・製造工程全般の機械の稼働状態について「見える化」を行う

（SA） 

 

図表 273 従業員規模別にみた人員の稼働状態も｢見える化｣を行う（SA） 
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図表 274 従業員規模別にみたデータ化・見える化や検査工程の自動化・IT化に取り組む（SA） 

 

図表 275 従業員規模別にみた製造物･部材のトレーサビリティ管理を行う（SA） 
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図表 276 従業員規模別にみた海外工場も生産プロセスにかかるデータ等の収集・活用といった

取組を行う（SA） 

 

図表 277 従業員規模別にみた顧客とのやりとりや、マーケティングの効率化を行う（SA） 
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第４章 優良事例から得られた示唆と今後の対応方向 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響は緩和され、我が国製造業の業

績は改善に向かいつつある傾向が認められているものの、製造業をとりまく不確実性

は引き続き高まっており、様々な予期せぬ事態への対応を図るためにも、デジタル、グリ

ーン、レジリエンスへのさらなる取組は必要不可欠となっている。そのような中で、本年

度は収益性という観点に立った分析を実施しているが、そこから浮かびあがってきたこ

とは「投資の質」が今後は問われてくるという点にある。 

たとえば、アンケート調査からは、製造業は IT 投資には景況にかかわらず重点的に

取り組もうとしている姿勢が読み取れるが、データの利活用の実態からは生産現場の

見える化をはじめとする生産性の向上には手を打てていても、新たな価値創造といった

無形資産を生み出すところへの投資は手詰まり感がある。かつて、すり合わせ産業の

典型例であった素材産業も、今はマテリアルインフォマティクスを活用した情報産業の

様相を呈しており、これまで培ってきた暗黙知だけでは国際競争に勝てない時代に突

入している。生産性向上を図るだけではなく、デジタル化することでしか生み出せない

付加価値があり、そこへの投資が収益力の差異を生み出すことにつながっていく。これ

は中小製造業も同様で、むしろ機動力のある中小企業やスタートアップはレガシーな

経営資源にとらわれることなく、新しいビジネスモデルを生み出しやすい環境にある。サ

イバー空間上で価値が生み出される時代においては固定資産だけでは製造業の潜在

能力を測ることは難しく、無形資産を含む製造業の投資の質を見える化し、収益力の

向上、ひいては日本の製造業の国際競争力の向上を図っていく必要がある。 

もう１点、今後の製造業はサプライチェーン全体で気候変動への対応が必要不可欠

となる。これまでは、サプライチェーンの強靭化という観点から BCP 対策に重点が置か

れており、この１～２年は自然災害だけではなく、新型コロナウイルス感染症といった新

たな脅威への対応も迫られた。また、加速度的に進むデジタル化への対応もサプライ

チェーンの変容に与えるインパクトが大きく、データの利活用という観点も含めた対応

が重視されてきた。それらに加えて、今後はサプライチェーンに連なるすべての企業が

カーボンフットプリントへの対応が迫られることになる。スタートアップ企業や金融機関

が中小製造業のカーボンニュートラル対策に向けた様々なツールを開発・提供し始め

ているが、「対策」に追われるのではなく、これらのサプライチェーンの変容を見据えた

日本の製造業の「戦略」を練り直すタイミングに直面しているといえる。 

米国は「デジタル」で、欧州は「グリーン」で世界をリードする戦略をとりつつある。日

本はフィジカル面での強みを生かした戦略が必要と指摘されてきたが、まだ具体的な

構想を描けているとはいえない。投資の質も加味しつつ、引き続き強靭なサプライチェ

ーン構築に向けた取り組みが必要であるが、カーボンフットプリントへの対応がそのトリ

ガーとなる可能性も秘めている。 
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（様式２）

頁 図表番号
9 図表1
11 図表4
187

～202
アンケート帳票

タイトル
サイバー空間上での価値創出サイクル
国内と海外でのモノづくりのアプローチの違い
我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関
するアンケート調査

二次利用未承諾リスト

委託事業名 令和3年度製造基盤技術実
態等調査(我が国ものづくり産業の課題
と対応の方向性に関する調査)

報告書の題名 令和3年度製造基盤技術
実態等調査 我が国ものづくり産業の課
題と対応の方向性に関する調査 報告書

受注事業者名　三菱UFJリサーチ＆コン
サルティング株式会社



（様式２）
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